
 

学校法人東京理科大学における個人情報の保護に関する規程を次のように定める。 
  平成16年6月29日 

学校法人東京理科大学 
理事長 塚本 桓世 

規程第56号 
   学校法人東京理科大学における個人情報の保護に関する規程 
目次 
 第1章 総則(第1条―第4条) 
 第2章 個人情報の収集、利用及び提供(第5条･第6条) 
 第3章 個人情報の管理(第7条―第9条) 
 第4章 個人情報の開示及び訂正(第10条―第13条)  
 第5章 不服の申立て（第14条） 
第6章  個人情報保護委員会(第15条―第21条) 
第7章  雑則(第22条･第23条) 
  第1章 総則 
 (目的) 
第1条 この規程は、学校法人東京理科大学（以下「法人」という。）及び法人の設置す
る大学（以下「大学」という。）における個人情報の適正な取扱いに関する基本的事

項を定めることにより、法人及び大学（以下「法人等」という。）の業務の適正かつ

円滑な運営を図るととともに、個人の権利利益を保護することを目的とする。 
 (定義) 
第2条 この規程において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号の定めるとこ
ろによる。 
 (1) 個人情報 現在及び過去における法人等の職員、学生、学生の保証人その他こ
れらに準ずる者で生存する個人に関する情報であり、法人等が業務上取得し、又は

作成したもののうち、氏名、住所、学籍番号その他の記述等により、特定の個人を

識別することができ、又は他の情報と照合すること等により容易に特定の個人を識

別できるものをいう。ただし、死者に関する当該個人情報が同時に生存する遺族等

の個人に関する情報に該当する場合においては、個人情報の対象とする。 
(2) 情報主体 個人情報から識別され、又は識別され得る個人をいう。 
 (責務) 
第3条 法人等は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報の取扱いに伴う情報主
体に係る権利利益の侵害の防止に関し、必要な措置を講ずるものとする。  

2 法人等は、個人情報が漏えいし、又は不当な目的に利用された事案が発生した場合
においては、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な限り当該事

案に関し公表するものとする。 
3 法人等の職員は、この規程の規定及び関係法令を遵守するとともに、職務上知り得
た個人情報を漏えいし、又は不当な目的に利用してはならないものとし、当該職務を

退いた後も同様とする。 
 (個人情報統括責任者及び個人情報保護管理者) 
第4条 法人等は、第 1 条に掲げる目的を達成するため、法人等全体における個人情報
に関する統括責任者(以下｢統括責任者｣という。)として理事長をもってこれに充て、
統括責任者の職務を補佐するため、個人情報保護管理者（以下「管理者」という。）

を置く。 
2 前項に規定する管理者は、次に掲げる者をもってこれに充てる。 

(1) 大学の各学長(以下｢学長｣という｡)は、第 2条第 1項第 1号に規定する個人情報



 

のうち、当該大学が所掌する業務において取得した情報に関し、この規程の規定に

従い、適正に管理するものとする。 
 (2) 事務総局長は、第 2条第 1 項第 1号に規定する個人情報のうち、事務総局が所
掌する業務において取得した情報に関し、この規程の規定に従い、適正に管理する

ものとする。 
3 前項各号に規定する管理者がそれぞれ所管する個人情報（以下「所管情報」という。）
の管理責任範囲について疑義が生じた場合においては、当該管理者間の協議により、

これを決定するものとする。 
第2章 個人情報の収集、利用及び提供 

 (収集の制限) 
第5条 個人情報の収集は、法人等の教育・研究及び業務に必要な範囲内で、収集目的
を明確に定め、当該目的の達成に必要な限度内においてこれを行うものとする。 

2 個人情報の収集は、思想、信条及び信教に関する事項並びに社会的差別の原因とな
る事項を調査することを目的として行ってはならない。 

3 個人情報の収集は、情報主体から適正かつ公正な手段によって行われなければなら
ない。ただし、次のいずれかに該当する場合は、第三者から収集することができる。 
 (1) 法令の規定に基づく場合 
 (2) 情報主体の同意がある場合 

(3) 出版、報道等により公にされている場合 
(4) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められ
る場合 
 (5) その他管理者が第三者から収集することに相当の理由があると認めた場合 
4 個人情報を第三者から収集する場合においては、情報主体の権利利益を侵害するこ
とのないよう十分に留意しなければならない。 
 (利用及び提供の制限) 
第 6条 収集した個人情報は、定められた目的以外の目的に利用し、又は法人等以外の
者若しくは機関へ提供してはならない。ただし、次のいずれかに該当する場合はこの

限りでない。 
 (1) 法令の規定に基づく場合 
 (2) 情報主体の同意がある場合 

(3) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、管理者が緊急かつやむを得ないと
認めた場合 

(4) 当該個人情報を保有する部局若しくは部署において利用し、又は他の部局若しく
は部署に提供する場合で、管理者が業務遂行上、必要かつ相当の理由があると認め、

かつ、情報主体の権利利益を不当に侵害するおそれがないことが明白であると認め

た場合 
(5) その他第 15 条に規定する学校法人東京理科大学個人情報保護委員会(以下「委員
会」という。)が必要かつ相当の理由があると認めた場合 

2 統括責任者は、個人情報を取得した場合においては、あらかじめその利用目的を公
表している場合を除き、当該利用目的を情報主体に通知し、又は公表しなければなら

ない。 
3 統括責任者は、利用目的を変更した場合においては、その旨を情報主体に通知し、
又は公表しなければならない。 

4 前 2項の場合において、次のいずれかに該当する場合は、適用しない。 
(1)  利用目的を情報主体に通知し、又は公表することにより情報主体又は第三者の
生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 



 

 (2) 利用目的を情報主体に通知し、又は公表することにより当該個人情報取扱事業
者の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合 

(3) 国又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要
がある場合であり、利用目的を情報主体に通知し、又は公表することにより当該事

務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 
(4) その他取得の状況から、当該利用目的が明らかであると管理者が認めた場合 

5 管理者は、第 1項ただし書の規定により個人情報を法人等以外の者若しくは機関へ
提供する場合は、当該個人情報の提供を受ける者に対し、当該利用目的若しくは利用

方法に必要な制限を付し、又は本学の個人情報保護の水準と同等の措置を講ずること

を求めるものとする。 
   第 3章 個人情報の管理 
 (適正管理) 
第 7条 統括責任者は、個人情報の安全性及び信頼性を確保するため、所管情報の漏え
い、滅失、き損及び改ざんの防止に関し必要な措置を講じなければならない。 

2 統括責任者は、所管情報をその目的に応じ、最新の状態に保つように努めなければ
ならない。 

3 統括責任者は、保有する必要がなくなった所管情報を確実かつ速やかに廃棄し、又
は消去しなければならない。 
 (情報ネットワーク利用における個人情報の管理) 
第 8 条 学校法人東京理科大学情報ネットワーク利用規程(平成 15 年規程第 256 号。
以下｢情報ネットワーク利用規程｣という。)第 8 条から第 11 条までに規定する情報
ネットワークの管理及び運用に係る責任者は、法人等が敷設する情報ネットワークに

おける個人情報への不当なアクセス等に対し、技術面において必要な安全対策を講ず

るものとする。 
 (外部委託) 
第 9条 法人等が、個人情報の取扱いに係る特定の事務の全部又は一部を法人等以外の
者又は機関に委託する場合においては、個人情報の適正な取扱いについて受託者が守

るべき義務を当該契約において明らかにしなければならない。 
2 前項に規定する委託を受けた事業に従事している者又は従事していた者は、当該事
務に関して知り得た個人情報を正当な理由なく他人に知らせ、又は不当な目的に利用

してはならない。 
   第 4章 個人情報の開示及び訂正 
 (個人情報の開示) 
第 10条 情報主体は、自己に関する個人情報について、当該個人情報を所管する管理
者を経て統括責任者あてに開示の請求をすることができる。 

2 前項に規定する請求(以下「開示請求」という。)をするときは、情報主体本人であ
ることを明らかにした上で、当該開示請求に必要な事項を明記した文書を当該管理者

あてに提出するものとする。 
3 管理者は、前項に規定する開示請求を受けたときは、当該情報主体に係る個人情報
を開示しなければならない。ただし、開示請求に係る個人情報が次のいずれかに該当

する場合においては、当該個人情報の全部又は一部について開示しないことができる。 
 (1) 開示請求の対象となる個人情報に第三者の個人情報が含まれている場合 

(2) 個人の指導、評価、診断、選考等に関する情報で、開示をすることにより、当該
指導、評価、診断、選考等に著しい支障が生じるおそれがある場合 
 (3) 開示することにより、法人等の業務の適正な執行に支障が生ずるおそれがある
場合 



 

 (4) その他管理者が相当の理由があると認めた場合 
 (開示の決定) 
第 11 条 管理者は、開示請求を受けたときは、遅滞なく当該開示請求に係る個人情報
の開示の可否について決定しなければならない。 

2 前項の場合において、管理者は、個人情報の全部又は一部について開示しない旨の
決定をしたときは、開示請求した者に対し、その理由を通知しなければならない。 
 (開示の方法) 
第 12条 公文書に記録されている個人情報の開示は、当該文書の閲覧又は写しの交付
をもって行うものとする。この場合において、個人情報が磁気テープ、磁気ディスク

等に記録されているときは、印字装置により出力した書面の閲覧又は交付により行う

ものとする。 
２ 前項に規定する方法による閲覧又は交付が不可能な場合においては、他の適切な方

法により行うことができる。 
 (訂正の請求) 
第 13条 情報主体は、自己の個人情報に誤りがあると認められる場合においては、当
該個人情報を所管する管理者を経て統括責任者あてに訂正の請求をすることができ

る。 
2 前項に規定する請求の方法については、第 10条第 2項の規定を準用する。 
3 管理者は、第 1項に規定する請求を受けたときは、遅滞なく当該請求に係る事実を
調査し、及び確認した上で、当該結果を当該情報主体に通知しなければならない。 
   第 5章 不服の申立て 
 (不服申立審査会) 
第 14条 情報主体は、個人情報の取扱いに関する事項について不服がある場合におい
ては、学校法人東京理科大学個人情報不服申立審査会（以下「審査会」という。）に

対し、不服の申立てをすることができる。 
2 前項に規定する申立てをするときは、情報主体本人であることを明らかにした上で、
当該申立てに必要な事項を明記した文書を当該管理者を経て審査会あてに提出する

ものとする。 
3 審査会は、委員会委員のうちから若干人をもって組織し、第 1項に規定する申立て
があったときは、速やかに必要な調査を行うものとする。この場合において、審査会

は、必要に応じ、不服申立人、関係部局又は部署の職員その他関係者の出席を求め、

その意見を聴くことができる。 
4 審査会は、調査終了後、当該調査結果を不服申立人あてに通知するものとする。 
5 審査会は、前項に規定する調査結果について委員会に報告するものとする。 
6 この規程に定めるもののほか、審査会に関する事項は委員会において定める。 
   第 6章 個人情報保護委員会 
 (個人情報保護委員会) 
第 15条 法人に、法人等における個人情報の保護に関する重要事項を審議するため、
委員会を置く。 
 (審議事項) 
第 16条 委員会は、次の事項について審議する。 
 (1) 法人等における個人情報の保護に係る施策に関する事項 

(2) 法人等における個人情報の収集、利用、提供、開示、訂正等について、統括責任
者から付議された事項 

(3) その他法人等における個人情報の保護に関する重要事項 
 (情報倫理委員会等からの意見聴取) 



 

第 17条 委員会は、電子計算機によるシステム上の法人等における個人情報の取扱い
について審議するときは、情報ネットワーク利用規程第 13条に規定する情報倫理委
員会の意見を聴くものとする。 

2 委員会は、前条第 1項各号に規定する事項について審議する場合においては、必要
に応じ、関係する部局又は部署に対し、意見を求めることができる。 
 (組織) 
第 18条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 
 (1) 理事長の指名する者 若干人 

(2) 学長の推薦する者 若干人 
 (3) 事務総局長 

(4)  総務部長  
 (委嘱及び任期) 
第 19条 委員会の委員は、理事長が委嘱する。 
2 前条第 1 項第 1 号及び第 2 号に規定する委員の任期は 2 年とし、再任は妨げない。
ただし、補欠による委員の任期は前任者の残任期間とする。 
(委員長) 
第 20条 委員会に、委員長を置く。 
2 委員長は、委員の中から理事長及び学長が協議の上選出し、理事長が委嘱する。 
3 委員長は委員会の会議を招集し、その議長となる。 
4 委員長に事故のあるときは、委員長の指名する委員がその職務を代理する。 
 (事務処理) 
第 21条 審査会及び委員会に関する事務は、総務部総務課において処理する。 
   第 7章 雑則 
 (規程の解釈) 
第 22条 この規程の運用について疑義が生じた場合においては、委員会において決定
する。 
 (その他) 
第 23条 この規程に定めるもののほか、個人情報の取扱いに関する事項については、
個人情報の保護に関する法律(平成 15年法律第 57号)その他関係法令により取り扱う
ものとする。 
   附 則 
 (施行期日)  
1 この規程は、平成 16年 7月 1日から施行する。 
 (任期の特例) 
2 第 19条第 2項の規定にかかわらず、当初の委員会委員の任期は平成 17年 9月 30
日までとする。 


